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４ スマートシティ推進における課題 

現状と地域資源の分析を踏まえ、本区がスマートシティ推進において重点的に取り組

むべき課題を整理します。 

 

ウェルビーイングの向上 

スマートシティの最終的な目的は、技術導入そのものではなく、区民のウェルビーイ

ングの向上です。 

各分野でスマートシティに関する取組は進展しているものの、その効果が区民に十分

に実感されていない状況があります。 

加えて、デジタル機器の操作に不慣れな方や、様々な理由でデジタルサービスへのア

クセスが困難な方々も存在し、情報格差（デジタルデバイド）への対応も課題となって

います。 

そのため、スマートシティの具体的な効果を実感できる施策の展開と、誰もがデジタ

ル技術の恩恵を享受できる環境づくりが求められています。 

 

多様な主体との協働・共創 

スマートシティ施策の効果的な推進には、多様な主体が持つ専門性や資源を活かした

協働・共創が不可欠です。しかし現状では、各主体の強みを効果的に活用する仕組みが

十分に整備されておらず、課題解決に向けた取組が断片的となり、持続性や波及効果の

面で課題を抱えています。 

こうした状況を改善するため、多様な主体が参画し、新たな価値を創造する持続可能

な連携体制の構築が課題となっています。 

 

持続可能な都市基盤の構築 

区が保有する公共施設の半数以上が建設から 40 年以上を経過し、今後 10 年間で多く

の施設が更新時期を迎えます。また、複数の地区で、市街地再開発事業が展開されてお

り、将来を見据えた都市機能の更新が進められています。 

しかしながら、更新する施設も含めた長期的な維持管理コストの抑制や、脱炭素社会

の実現に向けた地域全体の省エネルギーの推進が課題となっています。 

このため、IoTやデータ活用による施設管理の効率化やエネルギー最適化を図り、環境

と技術が調和した持続可能な都市基盤へ転換していくことが求められています。 

 

推進体制の強化とデータ利活用基盤の整備 

スマートシティを効率的に推進するためには、部門横断的な推進体制とデータ利活用

基盤の整備が重要です。しかし現状では、組織横断的な活用が期待されるデータにおい

ても、部門間の情報共有や連携が十分に行われていない状況にあります。 

このため、庁内の推進体制の強化とデータ利活用基盤の整備により、施策の継続性・

拡張性を確保するとともに、区民や事業者へのデータ公開を通じた利活用促進と利便性

向上を図ることが求められています。 
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第３章 将来像と方向性 

 

１ 将来像 

第２章までの分析を踏まえ、本方針が掲げる「板橋区らしいスマートシティ」の将来

像を次のとおり定めます。 

 

課題を価値に変え、未来をひらく 

～協働・共創とデジタル技術等で実現する、環境と共生する持続可能なまちづくり～ 

 

 

２ 将来像を実現する３つの方向性 

本方針では、将来像の実現に向け、３つの方向性を定めます。 

これらの方向性を軸に、施策を体系的に展開していきます。 

 

デジタル技術の活用による区民幸福度の向上（ウェルビーイング） 

IoTやアプリなどのデジタル技術を戦略的に活用し、環境、まちづくり、交通、産業な

ど多分野で最適化と横断的な連携を進めることで、日常生活の課題を解決します。 

個別最適から全体最適へと発展させ、価値を可視化することで、区民一人ひとりのウ

ェルビーイングを高め、便利で快適なスマートシティを実現します。 

 

地域資源を活かした多様な主体との協働・共創 （協働・共創） 

区民、企業、地域団体、大学等の多様な主体との協働・共創により、地域の課題解決と

新たな価値創造を推進します。 

各主体が持つ知見・技術・ネットワークを活かし、実証実験やリビングラボ等の機会

を捉え、地域の実情に即した実効性の高い取組を展開します。 

 

持続可能な都市基盤の構築による地域価値の創造（まちづくりの価値創造） 

豊かなみどりや水辺環境、歴史的資産などの地域資源を保全・活用しながら、脱炭素

社会への移行を見据えた持続可能な都市基盤を構築します。 

省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入、資源の循環利用を推進することで、安

全・快適な都市環境を実現し、地域全体の価値と魅力を高めます。 

 

 

 

 

 

第３章 将来像と方向性 
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３ ビジョンマップ 

「板橋区らしいスマートシティ」が実現した未来の姿を具体的にイメージできるよう、

ビジョンマップを作成しました。 

このマップでは、本方針の３つの方向性に沿って、区民の暮らしの変化やまちづくり

の進展をイラストで表現しています。 
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第４章 将来像の実現に向けた取組例 
 

本章では、第３章で示した将来像の実現に向け、今後推進が見込まれる取組例を示します。 
 

 

第４章 将来像の実現に向けた取組例 



 

13 

 

 
 

高島平地域は、幕末の高島秋帆による西洋砲術訓練の地として使用され、時代の転換期

において先進的な役割を担ってきました。昭和 40 年代には大規模な土地区画整理事業によ

り当時の最先端の都市が誕生しました。それから約 50 年を経た今、対応が急がれる多くの

課題が存在し、新しい都市への変革期を迎えています。 
 

１ 高島平地域の特性 

①成熟都市の先進モデル 

土地区画整理事業の完了から約 50年が経過し、全国が直面する少子高齢化や都市更新

の課題に直面し、都市再生に向けて先行的に取り組んでいる「実践型モデル地域」の側

面をもつ地域です。 

②充実した都市基盤  

約 314 ヘクタールの敷地に整然とした道路網と豊かな公共空間が整備されています。

住宅のみならず物流拠点や商業施設が集積し、先端技術の実証実験や社会実装に適した

都市環境を形成しています。 

③官民連携 

平成 28年に開設したアーバンデザインセンター高島平（UDCTak）を中心に、民・学・

公が連携した都市再生を推進しています。 
 

２ 主な取組 

 

 

高島平地域におけるスマートシティの取組 
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第５章 推進体制 

 

１ 推進の考え方 

本区のスマートシティ施策は、区民、行政、企業、大学等の研究機関がそれぞれの立場

と強みを活かし、分野横断的な連携のもと推進します。 

区民は、地域課題やニーズを共有し、まちづくりへ主体的に参画することで、誰もが

暮らしやすい「板橋区らしいスマートシティ」を共創します。 

行政は、公共性の観点から地域課題を把握し、施策全体の調整と制度面の整備を担い

ます。企業は、革新的な技術やビジネスモデルの提供を通じて、課題解決の具体的な手

段を創出します。大学等の研究機関は、専門的な知見や客観的な分析手法により、施策

の質を高め、効果検証を支えます。 

スマートシティを推進するうえでは、各主体がそれぞれの強みと目的を持って参画し、

相互にメリットを享受しながら、政策立案から実装、評価まで各段階で協働することが

重要です。そのため、区民、企業、大学、まちづくり団体等との多層的な協働体制を構築

し、地域資源を活かした取組を進めます。 

また、施策の推進にあたっては、区民、企業、大学等の多様な主体が参画するリビング

ラボやワークショップ、アンケート調査など、協働と対話の機会を設けながら、各主体

の知見や意見を継続的に把握し、施策の改善に反映していきます。 

２ 庁内推進体制 

庁内の推進体制は、区長を本部長とし、副区長、教育長、関係部長等で構成される「エ

コポリス板橋」推進本部を活用します。 

推進本部は、調整機能を担う中核組織として、施策間の整合性確保と部門間連携の調

整、取組の継続的改善と体制の見直しを行います。 

推進本部における組織横断的な議論と、各所管課における実践的な取組の両輪により、

体制の高度化を図り、施策全体の整合性や実効性を高めながら、持続的な推進体制の確

立をめざします。 

              【推進体制のイメージ図】 

第５章 推進体制 
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用語解説 

 

アーバンデザインセンター 千葉県柏市に 2006 年に設立された「柏の葉アーバン

デザインセンター（UDCK）」から始まった、民・学・

公連携のまちづくりの仕組みのこと。特徴としては、

明確なビジョンを持って活動すること、従来型のま

ちづくり組織の枠組みを超えた民・学・公のフラット

な連携を志向すること、空間デザインに軸足を置き

専門性を持つことがあげられる。板橋区では、高島平

地域グランドデザインの策定を受け、2016 年 11 月

にアーバンデザインセンター高島平（UDCTak）を設立

した。 

板橋区環境基本計画 2035 板橋区の環境保全に関する総合的かつ長期的な方針を

示す計画のこと。区民・事業者・区の協創により、み

どりをはぐくみ、一人ひとりが環境の恵みによる幸せ

（ウェルビーイング）を実感できるまちの実現をめざ

している。 

いたばし No.１ 

実現プラン 2028 

板橋区基本計画 2035 に掲げた基本政策（9つのめざす

姿）の実現に向け、区が特に重点を置いて取り組む主

要事業をまとめた 3年間（2026～2028 年度）の実行計

画のこと。 

ウェルビーイング 世界保健機関（WHO）の憲章で定義された「個人の権

利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的に

良好な状態にあることを意味する概念」のこと。まち

づくりの分野においても、健康でくらしやすく、幸福

感を感じられるまちを実現する概念として取り入れら

れている。 

カーボンニュートラル 生産や人為的活動で排出される二酸化炭素と吸収され

る二酸化炭素が同じ量であるという概念のこと。 

環境マネジメントシステム 自治体や企業などの組織が、事業活動で生じる環境へ

の影響を自主的・継続的に改善するための仕組みのこ

と。国際的な規格として「ISO14001」、環境省による

中小事業者向けの支援ツールとして「エコアクション

21」、板橋区による事業者向け支援ツールとして「板

橋エコアクション」などがある。区では、令和８年４

月から、法令遵守に加え、環境改善活動を中核とす

る、区独自の「環境マネジメントシステム」を運用し

ている。 

持続可能な開発目標 

（ＳＤＧｓ） 

平成 27（2015）年 9月の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載

された、2030 年までに持続可能でよりよい世界をめざ

す国際目標のこと。経済・社会・環境の 3つの側面か

らとらえることができる 17 のゴールを、統合的に解

決しながら持続可能なよりよい未来を築くことを目標

としている。 

用語解説 
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デジタルサイネージ 屋外や店頭、公共空間などに設置された、ディスプレ

イなどの表示機器を使って情報を発信するシステムの

こと。静止画や動画、最新情報などを表示し、視覚的

に訴えることができる。 

デジタルデバイド インターネットなどの情報通信技術を利用できる人と

利用できない人との間に生じる格差のこと。 

リビングラボ ICTなどの新技術を社会に実装していくプロセスにお

いて、利用者が参画する「実験する場（ラボ）」のこ

と。生活空間を実験の場として、新たなサービスや製

品を共創する取組をいう。 

レジリエント 予期せぬ事態や変化、災害などから立ち直る力や、そ

れらに適応する能力のこと。都市やシステムにおいて

は、外部からの衝撃や変化に対して、しなやかに対応

し、回復する強さを意味する。 

ＤＸ 

 

Digital Transformation の略。 

ICT（情報通信技術）の浸透により、人々の生活をあ

らゆる面でより良く変化させる概念のこと。 

ＧＸ 

 

Green Transformationの略。 

化石燃料をできるだけ使わず、クリーンなエネルギー

を活用していくための変革やその実現に向けた活動の

こと。 

ＺＥＢ 「Net Zero Energy Building」の略称で、快適な室内

環境を実現しながら、エネルギー消費量を正味（ネッ

ト）ゼロにすることをめざした建物のこと。 
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